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　世界的に金融自由化が進行し，消費者の自己責任が問われるようになってきている中，ファイナ
ンシャル・リテラシーが着目されている。本報告では，現今のファイナンシャル・リテラシーの定
義の変遷や尺度についての議論（神谷，2017）を踏まえつつ，今後のファイナンスに関する心理学研
究，中でも家族や夫婦の心理学研究において用いることが期待されるファイナンシャル・リテラシー
に関連する概念について概観することを目的とした。具体的には，ファイナンシャル・リテラシー
に関連する概念として，⑴態度・習慣・行動，⑵自信・自己効力感，⑶満足感・幸福・ストレス，⑷そ
の他の尺度について紹介した。さらに，討論において，今後の家族・夫婦研究におけるファイナン
スに注目する必要性が指摘されるとともに，家計心理学の体系化が展望された。
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1．はじめに
　子育て家庭の生活を考える際，家計収入・管理という経済的な側面は非常に重要な視点である。
家計とは，労働の供給などの方法で所得を獲得し，それを財源にして消費行動と貯蓄行動を行う主
体であり，生計を共にする最小の経済単位である（橘木，2004）。家計については，複数の家族成員
のうち稼げるものが稼ぎ，その所得を働けない者も含めた家族全体の必要のために使い，収支を共
同する「家計の共同原則」が長いこと前提とされてきたが（木村，2000），1980年代より家政学や経
済学，経済社会学などの一部において問い直しが行われており（御船，1990），現代では，家計の個
人化・個計化が進んでいるとされている（木村，2000；Pahl，2008）。しかし，結婚後も夫婦それぞれ
が財布を持つ「分離経済システム」（Ahrne & Roman，1997/2001）を維持していても，子どもの出産
を機に共通の財布を持つようになること（Bernhardt，1996）を考えると，「子ども」という所得のな
い家族成員を養うためにどのような家計収入・管理の形態を採用するのかは，育児期移行における
夫婦の親役割の相互調整の問題としてもとらえられるものである（神谷，2010）。それにもかかわら
ず，家計という夫婦間のお金の問題を扱った心理学研究は，今のところそれほど多くなく，今後の
課題となっている（神谷，2016）。
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　ところで，子育て家庭における家計収入・管理の問題を考える際には，上述のようにそれを夫婦
間でどのように調整するかという問題だけでなく，どのように管理していくか，換言すれば，「家計
管理貨幣」をどのように消費行動や貯蓄行動につなげていくかが重要な視点であると考えられる。
子育て家庭における具体的な消費行動を考えてみると，日常的な衣服や食料の購入だけでなく，子
どもの教育費や子ども部屋確保のための住居の購入，車のローンなど長期的なスパンでの積み立て
や借り入れなども必要となる。こうした「お金のやりくり」については，多くの経済に関する知識や
スキルが必要になると考えられるが，実際のところ，子育て中の夫婦はそうした知識やスキルを十
分に備えているのであろうか。
　消費者教育の現状についていくつかの社会調査の結果を調べた山田・前田（2012）では，「第3回
金融に関する消費者アンケート調査」（金融広報中央委員会，2010）において，「預貯金」や「保険・年
金」について「十分知識があると思う」と回答した者は1，2割にとどまり，「投資に伴う各種リスク」
や「利用者や消費者を保護する仕組み」については，約7割が「ほとんど知識がないと思う」と回答し
ていることが示されており，消費者の知識不足，ならびに消費者教育の不徹底が指摘されている（山
田・前田，2012）。
　そもそも，夫婦にとって「お金」とは，収入の高低が結婚満足度と関連するものであるのみならず，
結婚の初期から夫婦にとって中心的な話題であるとともに（Marshall & Skogrand，2004），どのよ
うに分配し，使うかという点においても，夫婦に緊張をもたらすものであり（Pahl，1983），心理的
なディストレスや離婚の予測因となっている（Benjamin & Irving，2001；Dew，2007）。また，その
ような家族成員の心理的健康に悪影響を及ぼす家計経済の困難さは，経済的な知識に欠けることに
起因していることも示されており（John，1999），お金をどのように使うかといったいわゆるファイ
ナンシャル・リテラシーの獲得が青年期以降の発達に重要な位置を占めていることが指摘されてい
る（Jorgensen，2007；安藤，2007；神谷，2017）。そうした中，日本でも久しく金融教育や消費者教
育の必要性は指摘されているにも関わらず，「上からの啓蒙主義的傾向や知識主義的傾向がないと
もいえないし，また金融教育の位置づけそのものも教育システム全体の中では低い位置にあると言
わざるを得ない」との指摘に見られるように（伊藤，2011），その活動はあまり一般に膾炙されてい
るとは言い難い。その背景には，お金を何か「汚いもの」とみなす伝統的な日本人のメンタリティや，
お金に関する事柄がきわめて個人的かつプライバシーにかかわるものとしてとらえられてきたこと
が存在し，日本においては，「お金」に関する教育が，「はしたない」ものとして学校教育ではタブー
視されてきたのではないかという指摘がなされている（安藤，2007）。
　しかしながら，規制緩和・自由化が進められる中で日本経済は，たとえば，ペイオフの解禁によっ
て預金者が自分の預金の安全を自分で確保しなければならなくなったように（日本消費者教育学
会，2007），まさに，消費者一人ひとりの経済活動に自己責任が問われてようになってきている。さ
らに，2030年以降は高齢化率が30％を超える率で推移することが予想される高齢化社会においては，
社会保障制度の維持が課題となっており，早期からの将来を見据えた人生設計が必要であることも
指摘されている（松浦，2015）。こうした中，自らのお金をどのように扱うかといった，ファイナン
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シャル・リテラシーに関する教育は今後ますます必要となっていくことが予想されている。このこ
とは，消費者個人の問題であるだけでなく，一人の消費者でもあり，同時に，家計の運営・管理とい
う家庭内役割（神谷，2013）を担う夫と妻が，それぞれどのようにその役割を調整するかにおいても，
夫婦双方のファイナンシャル・リテラシーに着目する必要があることを示すものであろう。そこで
本論では，ファイナンシャル・リテラシー概念を夫婦関係の心理学研究に適用する可能性を見据え
ながら，ファイナンシャル・リテラシーに関する論稿（神谷，2017）の補遺として，ファイナンシャル・
リテラシーに関連する概念とその尺度について概観することを目的とする。以下，改めてファイナ
ンシャル・リテラシーとは何かについて振り返りつつ，心理学的測定という観点から，本稿で取り
上げる概念について整理したい。
2．ファイナンシャル・リテラシーとケイパビリティ
　神谷（2017）では，上記で述べたような観点から，従来のファイナンシャル・リテラシーの定義と
尺度についてレヴューを行っている。ファイナンシャル・リテラシーは当初，ファイナンスに関す
る知識とほぼ同義であったが，近年では態度や行動のみならず，社会・経済的環境との相互作用や
消費者のファイナンス行動における認知バイアスの影響を含めた側面まで拡張されてきている（神
谷，2017）。中でもファイナンシャル・リテラシーに代わる概念として，新たにファイナンシャル・
ケイパビリティが提唱されるようになってきている。
　ケイパビリティはリテラシーよりも，社会との相互作用という点を強調するものであり
（Gudmunson & Danes，2011），ファイナンス行動は，実際の社会制度の中でさまざまな機会として
もたらされていることを包含しているとされる（Johnson & Sherraden 2007）。イギリスの金融サー
ビス庁（FSA）は，2005年にファイナンシャル・ケイパビリティの構造モデルをまとめている（FSA，
2005）。伊藤（2012）によると，このモデルは以下のように説明される（Figure1）。まず，人々の金融
に関する実際の行動が，ファイナンシャル・ケイパビリティがある証拠となる。このファイナンス行
動は，知識と理解，スキル，自信と態度という3要素に影響される。そして，この3要素すべてが，人々
の経験とおかれた環境の影響を受けており，また，自信と態度については，個人のパーソナリティが
影響を及ぼしている。これらすべての要素全体が，ファイナンスに関する情報環境とアドバイス環
境の中で機能しているというのである。その点で，意思決定までをファイナンシャル・リテラシーの
定義に含め，さらにファイナンス行動を重視している OECD や，それと同義的である米国型ファイ
ナンシャル・ケイパビリティとも，異なるものであると位置づけられているという（伊藤，2012）。
　しかしながら，拡張したファイナンシャル・リテラシーであれ，ファイナンシャル・ケイパビリティ
であれ，ファイナンス教育の目標として体得することが目指されるものではあれども，その概念そ
のものは非常に包括的であると指摘できよう。なぜなら，そこには知識やその理解，スキルや自信，
態度といったさまざまな側面が含まれているからである。「態度」は一般に，ある種の信念や感情，
過去の経験から引き出されるものである（APA，2009）ことを踏まえると，さらにこの指摘は領得さ
れよう。
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3．測定対象としてのファイナンシャル・リテラシーとそれに関連する概念
　一方で，そのような包括的な概念は，それを必要十分に測定しようとすることは極めて難しいも
のである。そもそも，ファイナンシャル・リテラシーを「お金をいかに賢く使うか」に関する知識や
スキルと考えてみると，それは，「賢さ」という知的機能を測定することを意味し，まさに知能検査
と同等の困難さを有していると考えることもできよう。
　それでも，多くの知能研究が，知能の構造をさまざまに想定して研究を進めてきたように，心理
学研究においては，一般に，包括的な構成概念を測定する場合，その概念の定義において下位構造（下
位概念）を明確にするとともに，その下位概念ごとに測定することが一般的であると思われる。そ
の意味では，広義のファイナンシャル・リテラシーやファイナンシャル・ケイパビリティの構造を
明らかにする必要がある。ファイナンシャル・ケイパビリティで見れば，先述のように，ケイパビ
リティの証左としてのファイナンス行動は，知識と理解，スキル，自信と態度という3要素に影響さ
れるものであることを踏まえると，知識，スキル，自信，信念や感情価といった下部構造が想定され
うることになろう。これまでの研究においても，特に「ファイナンシャル・リテラシー」を「知識」と
ほぼ同義として扱ってきた研究では，知識とは異なる概念（変数）として，自信や行動，満足感など
「関連する概念」を扱ったものは数多くみられている。
　例えば，Deacon & Firebaugh（1988）によるファイナンス運営モデルでは，収入や年齢といった
個人変数と知識が個人のファイナンス態度に影響し，ファイナンス管理行動を通して，経済的地位
についての満足度として結実するとするプロセスを想定しており，これに即した研究も多く見られ
て い る（Gutter, & Copur，2011；Mugenda, Hira, & Fanslow，1990；Parrotta, & Johnson，1998；
Sumarwan, & Hira，1992）。また，Gudmunson, & Danes（2011）も，家庭内における子どものファ
Figure1　FSA（2005）によるファイナンシャル・ケイパビリティの構造モデル（伊藤，2012より転載）
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イナンスに関する社会化のプロセスについて，家族成員間の相互作用や意図的な経済教育を通して，
子どものファイナンスに関する知識，態度，能力といった成果が向上し，さらに，知識，態度，能力
はファイナンス行動と幸福に影響を与えるとともに，行動もファイナンスに関する幸福に影響を与
えるモデルを提示している。
　同様に，ファイナンス知識が金銭管理習慣や経済的地位に対する満足感に影響すること
（Mugenda, Hira, & Fanslow，1990），ファイナンス知識は，ストレス耐性や経済的なストレスレベ
ルを介して，直接・間接にファイナンス満足感に影響すること（Joo & Grable，2004），ファイナン
ス知識の変化がファイナンスに対する態度や効力感を変化させ，さらにそれらが行動を変化させる
ことで，ファイナンスに関する幸福感がもたらされること（Serido, Shim, Tang，2013），ファイナン
ス知識や態度が行動の意図と債務のレベルを介在し，ファイナンス満足感に影響を与えていること
（Shim, Xiao, Barber, & Lyons，2009），ファイナンス知識は健康なファイナンス行動に直接，または
態度を介して間接的に影響し，また，ファイナンス知識は行動の統制を介して，ファイナンス満足
に影響すること（Shim, Barber, Card, Xiao, & Serio，2010），ファイナンス知識がファイナンスに関
する態度や効力感を介してリスクの高いクレジットカード利用をするようになること（Xiao, Tang, 
Serido,& Shim，2011）といった知見が明らかとされており，態度を知識と行動のどちらに近いもの
として位置付けるかの違いはあれども，概して，ファイナンスに対する知識や効力感が態度や行動
に影響し，それが満足感や幸福感に影響を与えるといったプロセスが明らかとなっている（神谷，
2017）。
　以上を踏まえ，本稿においては，ファイナンシャル・リテラシーに関連する概念として，⑴態度・
習慣・行動，⑵自信・自己効力感，⑶満足感・幸福・ストレスを取り上げるとともに，⑷その他の尺
度として，今後の夫婦や家計に関する心理学研究に資する尺度についても言及したい。
4．尺度収集の手続き
　神谷（2017）で行った以下の2通りの収集作業によって蓄積された文献に掲載されている尺度を用
いた。（a）PsycInfo にて英文ジャーナルを対象に “financial literacy” でキーワード検索を行い，89
編の論文を収集した。検索日は2013年1月10日と2013年10月31日であった。（b）Huston（2010）
や Robb（2012）のレヴュー，ならびに Grable, Archuleta, & Nazarinia（2011）の尺度集から，ファ
イナンシャル・リテラシーに関する尺度を掲載している論文を収集した。この手続きによって収集
された論文175編のうち，ファイナンシャル・リテラシーに関連する概念として，上述の⑴態度・習慣・
行動，⑵自信・自己効力感，⑶満足感・幸福感に関連するものを取り上げるとともに，⑷その他として，
恣意的ではあるが着眼すべき尺度について，その具体的な項目が記載されているものを抽出した。
5．ファイナンシャル・リテラシーに関連する概念の尺度
⑴行動・実践・態度
　ファイナンスに関する行動，実践，態度に関する尺度を Table1にまとめた。行動あるいは運用
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（management），実践（practice）と称されている尺度についてその項目内容を見てみると，家計簿づ
けやレシートの保管といった現金管理に関する項目や，貯蓄や投資，保険といった領域に関する項
目を用いたものが多く，それらの頻度を訪ねているものが多い。中には，行動意思として今後の予
定を尋ねるもの（Chan, Chau, & Chan，2012）や，個人ではなく，家計の収支や資産の在り方につい
て家族の誰かが見直す頻度（Mugenda, et al.，1990）といった尺度も見られている。次に，態度と名
づけられている尺度は，ファイナンス行動への好ましさ（Shim et al.，2010），ファイナンシャル・プ
ランニングなどに対する信念，理解，自信（Block, & Sweeny，2004），行動に対する重要性の認識
Table1　ファイナンスについての行動・習慣・態度に関する尺度
尺度名 文　献 設問数 問の種類 a） 項目内容
ファイナンシャル
プランニング態度 Block, & Sweeny（2004） 7 LS ⑸
定年後の経済面での理解の安心感，やファイナンシャル
プランニングに関する信念，理解，自信などの程度
行動意思 Chan, Chau, & Chan（2012） 6 LS ⑺ 資産運用，ローン，クレジットカードなどの項目について，今後6 ヶ月の間にどのくらいするつもりか
ファイナンス習慣
指標 Chan, Chau, & Chan（2012） 11 LS ⑺
予算編成，買い物リストの作成，請求書やレシートの保管，
家計簿つけなどの行動の頻度
ファイナンス行動
Danes, Huddleston-Casas, & 
Boyce（1999）
Danes, & Harberman, 2007
8 LS ⑸ 家計簿つけや購買時の商品比較，金銭管理の目標を立てるなどの頻度
ファイナンス行動 Grable, & Joo（2001） 8 LS ⑷ お金の使い方や貯蓄，クレジットカードの利用の仕方などの頻度
ファイナンス行動
や結果
Hilgert, Hogarth, & Beverly
（2003） 31 不明
キャッシュフロー管理，クレジット管理，貯蓄，投資につ
いて，カテゴリごとに回答の水準を高・中・低に3分類
クレジットカード
の態度 Joo, Grable, & Bagwell（2003） 9 LS ⑷
社会に有益か，危険でないか，嫌いかといったクレジット
カードに対する認識や感情
ファイナンス行動 Jorgensen, & Savla（2010） 17 LS ⑸ /MC 一般的なファイナンス行動（6項目），貯蓄と借入（6項目），投資（2項目），保険（3項目）に関する行動の頻度
ファイナンス態度 Jorgensen, & Savla（2010） 20 LS ⑸ 一般的なファイナンス知識（7項目），貯蓄と借入（7項目），保険（3項目），投資（3項目）に対する重要性の認識
ファイナンス行動 "Lyons, Chang,& Scherpf（2006） 5 LS ⑷ 浪費，家族内でのお金に関するコミュニケーション，請求書の支払い，購入前の価格比較などの行動の頻度
オンラインショッ
ピングの適応・不
適応行動
Milne, Labrecque, & Cromer
（2009） 11 YN
過去1年間におけるオンラインショッピングでの個人情
報の保護やオンラインからの回避に関する行動（危険行動
6項目，防御行動5項目）の有無
金銭管理習慣 Mugenda, Hira, & Fanslow（1990） 3 LS ⑹
家計の収支，家族の浪費癖，純資産について誰かが見直し
をする頻度
ファイナンス管理 Parrotta, & Johnson（1998） 38 LS ⑸
現金管理，クレジット管理，資本蓄積，リスクマネジメン
ト，定年後・不動産計画，一般的管理の6因子（Porter and 
Garman, 1993）についての行動の頻度
ファイナンス態度 Parrotta, & Johnson（1998） 23 LS ⑸
個人あるいは家族が貯金や家計管理，ファイナンシャル・
プランニングを行うことについての認識
※金銭感覚にちかい？
ファイナンス管理
行動 Porter, & Garman（1993） 20 LS ⑸
現金管理，クレジット管理，資本蓄積，リスクマネジメン
ト，定年後・不動産計画，一般的管理の6因子に関する行
動の頻度
健康なファイナン
ス行動 Shim et al.（2010） 4 LS ⑸
家計簿つけ，将来のための貯蓄や投資といった行動の頻
度
ファイナンス態度 Shim et al.（2010） 5 LS ⑸ 家計簿つけ，将来のための貯蓄や投資といった行動に対する好ましさ（賛意 favorable）の程度
ファイナンス管理
行動 Sumarwan, & Hira（1992） 6 LS ⑸
定期的な貯金，家計簿つけ，請求書やレシートの保管など
の行動の頻度
ファイナンス行動 Varcoe, Martin, Devitto, & Go（2005） 19 LS ⑷
家族との会話（5項目），貯蓄（9項目），自動車保険（5項目）
の頻度
クレジットカード
に対する態度 Warwick, & Mansfield,（2000） 4 YN 有用性や価値といったクレジットカードに対する認識
a）MC：チェックリスト方式，FT：真偽法，LS：リッカートスケール（件法），OE: 自由記述，YN：有無
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（Parrotta, & Johnson，1998；Jorgensen, & Savla，2010）など広範にわたる項目が用いられている。
また，リテラシーと同様に，広範な領域を包含し項目数の多い尺度もあれば，クレジットカードな
ど特定の領域に焦点化し，少数の項目で尋ねているものもある。このあたりは，各々の研究の目的
に合わせて，測定するファイナンシャル・リテラシーに対応した行動や実践の項目が使い分けられ
るであろうが，態度については，信念や自信と概念的に区分しづらい面もあり，今後整理が必要で
あると考えられる。
⑵自信，効力感
　自信や効力感に関する尺度については（Table2），定年後の生活の自信について尋ねた（Kim, 
Kwon, & Anderson，2005），オンラインショッピングの効力感について尋ねた（Milne, Labrecque, 
& Cromer，2009）のほか，近年では Bandura の自己効力感を援用したファイナンス効力感を概念定
義し，用いている研究もある（Danes, & Harberman，2007；Danes, Huddleston-Casas, & Boyce，
1999；Serido, et al., 2013；Xiao, et al.，2011），これらのファイナンス効力感は1項目あるいは2項目
で測定されており，ファイナンス効力感という構成概念を改めて定義し，包含する内容領域を明確
にした上で尺度として体裁を整える必要が求められていると思われる。一方，Loibl, Cho, 
Diekmann, & Batte,（2009）は，Bearden, Hardesty, & Rose（2001）が自尊心の概念をベースに作成
した消費者自己信頼尺度を改良し，消費者の購買行動意思決定における情報探索の自信として，26
項目で情報取得，考慮集合形成，個人的成果，社会的成果，説得知識の5因子を抽出している。消費
者の消費行動に関する自信という点では興味深いが，パーソナル・ファイナンス全般について扱っ
ているものではなく，生活の中の効力感や自信というよりも，購買場面における情報処理について
の自信に焦点を当てたものであるといえるだろう。また，後述するように，Weaver, Sanders, 
Campbell, & Schnabel（2009）によるファイナンス事項に関連する家庭内暴力尺度には，5項目から
構成されるファイナンス自己効力感と命名された下位尺度も存在している。
Table2　ファイナンスについての自信，効力感に関する尺度
尺度名 文　献 設問数 問の種類 a） 項目内容
消費者自己信頼尺度 Bearden, Hardesty, & Rose（2001） 31 LS ⑸
情報取得，考慮集合形成，個人的成果，社会的成果，説
得知識の5因子
ファイナンス効力感
Danes, Huddleston-Casas, & 
Boyce（1999）
Danes,& Harberman（2007）
2 LS ⑸ お金の扱い方が自分の将来に与える影響と自分の意思でお金を扱える効力感
定年後の生活の自信 Kim et al.（2005） 6 LS ⑷ 定年後の生活における医療や長期介護の準備など自信
消費者自己信頼尺度 Loibl, Cho, Diekmann, & Batte（2009） 26 LS ⑺
情報取得，考慮集合形成，個人的成果，社会的成果，説
得知識の5因子 b）
オンラインショッピ
ングの効力感
Milne, Labrecque, & Cromer
（2009） 4 LS ⑸
オンラインショッピングに際して，危険の回避やネッ
ト環境の安全性に対する効力感
ファイナンス効力感
Xiao, Tang, Serido,& Shim
（2011）
Serido, Shim,& Tang（2013）
1 LS ⑸ 自分のお金の使い方の能力に対する効力感
a）LS：リッカートスケール（件法）
b）Bearden et al.（2001）から項目を修正済
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⑶満足度・幸福（well-being）あるいはストレス
　ファイナンスに関する満足度や幸福に関する尺度についても（Table3），実際の収入や貯蓄のレ
ベル，家計のバランス（財務比率；financial ratio）といった客観的な指標と，家族成員個々の経済的
な満足度や収入の適切さに関する認識といった主観的な指標があるとされる（Gudmunson, & 
Danes，2011）。しかしながら，今回収集された尺度においては（Table3），主観的な側面を扱ったも
のが多く，中でも Porter, & Garman，（1993）による1項目10段階の満足度の測定は，その他多くの
研究で用いられている（Grable, & Joo, 2001；Joo & Grable, 2004；Xiao, Sorhaindo, & Garman, 
2005；Shim et al., 2009；Gutter & Copur, 2011；Prawitz et al. 2006；Xiao et al.，2013）。また，満足度・
幸福に関しても全体的に尺度の項目数はそれほど多くなく，Titus, Fanslow, & Hira（1989）による
ファイナンス地位についての満足度指標10項目，幸福感とストレスそれぞれの側面から幸福度を測
定しようとするファイナンス・ディストレス／ファイナンス幸福感掌握尺度（Prawitz et al.，2006）
の8項目が比較的項目数の多い尺度となっている。それ以外では，「満足」だけでなく「心配度」「困
難度」も含めた3項目を用いたファイナンス満足度（Shim et al.，2010；Serido et al.，2013），生活水準，
現在の貯蓄額，資産の水準などの経済的地位についての満足度を6項目で尋ねた研究（Mugenda et 
al.，1990）や，定期的な貯蓄，債務の程度，家庭の経済状況，金銭管理のスキルなどについての満足
度を6項目で尋ねた研究も見られている（Hira & Mugenda，1998）。
　また，上述の Prawitz et al.（2006）や Shim et al.（2010），Serido, et al.（2013）のように，満足感
や幸福といったポジティヴな面のみならず，ストレスや心配事といったネガティヴな面に着目して
いる研究があることも指摘しておきたい。もとより，ファイナンスに関するストレッサーはファイ
ナンス満足度に関連する（Bailey, Woodiel, Turner, & Young，1998）ことから，両者を異なる変数と
して扱っている研究もある。これらはファイナンスに関する個人の心理状態をどのように概念定義
して研究を進めていくかに依存することになろう。なお，ストレスやストレッサ―を扱った研究は，
Joo & Grable（2004）で，24項目のファイナンス・ストレッサー尺度（過去半年間に，「病気」や「退職」
のような家計に打撃を与える経験をしたか）とファイナンス・ストレス尺度1項目（10件法によるリッ
カ ー ト ス ケ ー ル ）や，Hayhoe, Leach, & Turner（1999）や Hayhoe, Leach, Turner, Bruin, & 
Lawrence（2000），Lea, Webley, & Walker（1995）らが使用した8項目2件法のファイナンス・ス
トレス尺度を用いた Chan et al.（2012）が見られていた。
　そんな中，満足度や幸福とはやや趣向が異なるが，貧困女性を対象としたファイナンス自己充足
尺度（Gowdy, &Pearlmutter，1993）は非常に興味深い。この尺度では，自己決定の自律性，経済的
な安全と責任性，家族と自己の幸福，地域生活での基本的資産の4因子15項目を抽出しており，「貯
金をする」「家族や自分のために『必要以上のもの』を買える」といった低所得層を対象とした行動的
な側面の指標であるという点において，貧困が問題となっている本邦においても有用であるものと
思われる。
年報08神谷哲司氏1C_三[121-136].indd   126 2016/12/08   13:37:05
―　　―127
 東北大学大学院教育学研究科研究年報　第65集・第1号（2016年）
⑷その他の尺度
　ファイナンスに関するさまざまな尺度について見てきたが，最後に収集された尺度のうち興味深
いと思われるものを以下に紹介する。まず，ファイナンシャル・リテラシーやファイナンス行動に
ついて考えるとき，その個人がそもそも「お金」についてどのようにとらえているのかについては重
要な視点になりうるであろう（Chan et al.，2012）。そうした，お金に対する態度については，Lim 
& Teo（1997），Lim, Teo, & Loo（2003）ならびに，Tang（1992）の尺度を修正した Sohn et al.（2012）
の尺度が収集された。
　Lim & Teo（1997）を踏まえて Lim, Teo, & Loo（2003）では，お金に対する態度として，執着，権
力，予算案（お金の取り回し），成果，（劣位の）見定め，心配，保持力，気前の良くなさの9因子31項
目を抽出している。一方，Sohn et al.（2012）では，権力／自由，良さ，忌避，努力の報酬，成果，悪
の6因子28項目を抽出している。また，本邦においても原岡ほか（1990）によって，「お金の社会的
価値」，「社会における諸悪の根源」，「社会や人生を狂わせるマネーゲーム」，「お金の使い方と人生
の意義」，「金儲けと使用の楽しみ」，「お金の利用と処世術」の6因子53項目を抽出している。これ
らはいずれも「お金に対する評価やイメージ，お金の使い方の傾向，お金に関係する喜びや不安な
どを総称したものであり，認知的側面，感情的側面，行動的側面から整理を試みても十分にまとめ
きれるものではない（渡辺・佐藤，2010）。それゆえ，研究ごとに事前に想定されている項目によって，
様々な因子が抽出されることになっているものと考えられる。改めて，「お金」に対する人々のどの
Table3　ファイナンスについての満足度・幸福あるいはストレスに関する尺度
尺度名 文　献 設問数 問の種類 a） 項目内容
ファイナンス自己
充足尺度 Gowdy,&Pearlmutter（1993） 15 LS ⑸
経済的に困窮している女性を対象として，現在のファイナン
ス状況が，嗜好品や車，家など欲しいものややりたいことを
許容しているかどうかや，借入に頼らないですむかどうか
ファイナンス満足
感 b）
Grable,,& Joo,（2001）
Joo & Grable（2004）
Porter, & Garman, （1993）
Shim et al..（2009）
Xiao, Sorhaindo, & Garman（2005）
1 SSQ ⑽LS ⑸ c）
自らの経済的満足感／幸福度について最高から最低まで
10段階の階段状の図で評定するもの（Cantril,1965）
フ ァ イ ナ ン ス・
ディストレス／
ファイナンス幸福
感掌握尺度
Gutter & Copur（2011）.
Prawitz et al. 2006 8 LS ⑽
Porter,& Garman，（1993）による SSQ を含んだ，ファイ
ナンスに対する日常的な苦悩度と幸福度
経済満足感 Hira,T.K., & Mugenda,O.M.（1998） 6 LS ⑸ 定期的な貯蓄，債務の程度，家庭の経済状況，金銭管理のスキルなどについての満足度
ファイナンス地位
についての満足度 Mugenda, Hira, & Fanslow（1990） 6 LS ⑸
生活水準，現在の貯蓄額，資産の水準などについての満足
度
ファイナンス地位
についての満足度
指標
Parrotta, & Johnson（1998）
Titus et al. （1989） 10 LS ⑸
債務の返済可能性や金銭について家族が話そうとする意
欲などについての満足度
ファイナンス満足
感
Serido, Shim, & Tang （2013）
Shim et al.（2010） 3 LS ⑸
お金を支払い方についての満足や困難度，お金に対する
心配度
ファイナンス緊急
事態に対する備え
の満足度
Sumarwan, & Hira（1992） 1 LS ⑴ 経済的な緊急事態に陥った際に自らが利用できる資源に対する満足度
経済満足度 Xiao, Chen, & Chen（2013） 1 LS ⑽ 資産，債務，貯蓄などを考えて，全体的に自分のファイナンス状況に来する満足度
a）LS：リッカートスケール（件法），SSQ 階段質問（段階）
b）Porter, & Garman，（1993）では幸福感
c）Shim et al.（2009）ではリッカート5件法に改変
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ような態度を明らかにしようとするのか，その概念整理が必要なのかもしれない。
　さて既に，満足度や幸福に関する尺度について述べる中で，貧困女性を対象としたファイナンス
自己充足尺度（Gowdy, & Pearlmutter，1993）に触れていたが，この問題と関連して Adams, 
Sullivan, Bybee, & Greeson（2008）の経済虐待尺度とファイナンス事項に関連する家庭内暴力尺度
（Weaver, et al.，2009）の2つにも言及しておきたい。平成25年の国民生活基礎調査によれば，「子
どもがいる現役世帯」（世帯主が18 歳以上65 歳未満で子どもがいる世帯）の世帯員の貧困率は
15.1％だが，そのうち「大人が一人」の世帯員では54.6％，「大人が二人以上」の世帯員では12.4％と
なっている（厚生労働省，2014）。ひとり親世帯の85% が母子家庭であること（厚生労働省，2012），
配偶者から「身体的暴行」「心理的攻撃」「経済的圧迫」「性的強要」といった攻撃を「何度も」受けた
ことがあったとするのは男性で3.5% だが，女性は9.7% であり（内閣府，2016），DV 被害は女性の
方が多いという事実と照らしても，貧困にある母子世帯やその前段階として離婚の危機に瀕した夫
婦・家族を中心とした支援を想定した現状の把握が必要であるといえよう。中でも，経済的圧迫は，
DV でも虐待においても近年，耳目が集まっているところであり，ファイナンスや家計運営の状況
が夫婦や子育て，家族関係に及ぼす影響も十分想定できるところではある。そこで行われる研究に
は，上述の尺度は有益な示唆をもたらしてくれるであろう。
　Adams et al.（2008）の経済虐待尺度は，経済的統制尺度17項目と経済的搾取11項目の2つの下
位尺度28項目から構成される尺度であり，身体的虐待，心理的虐待と経済的困窮の尺度のいずれに
おいても中程度の正の相関を示している。具体的には，「あなたに仕事を辞めるように要求する」「あ
なたが見つけられないように金を隠す」（ともに経済的統制）や，「あなたの小銭入れや財布，銀行通
帳から，あなたの許可なく，あるいは知らないうちにお金を持ち出してしまう」「あなたの金品を盗
む」（ともに経済的搾取）などである。
　ファイナンス事項に関連する家庭内暴力尺度（Weaver et al.，2009）は， ファイナンス自己効力感
5項目，ファイナンスの保証と将来の安全5項目，パートナーからの虐待における知覚されたファイ
ナンスの役割4項目，経済的虐待5項目，ファイナンスの苦痛とパートナーとの関係性維持1項目の
5因子によって構成されている。5因子目の「ファイナンスの苦痛とパートナーとの関係性維持」が
1項目因子となっているものの，他の4因子の内的整合性はα =.75 ～ .86とおおむね良好な値を示
しているほか，女性に対する心理的マルトリートメント目録（PMWI；Psychological Maltreatment 
of Women Inventory）（Tolman，1989，1999）などの変数との有意な関連が示され，妥当性について
も検討されている。一方，再検査法による信頼性係数は，ファイナンス自己効力感で r=.62，ファイ
ナンスの保証と将来の安全で r=.59であり，2週間という期間を踏まえると，十分に高い値を示して
はいなかったといえよう。このことは，今後検討が必要であると思われるが，親密な関係における
共依存関係などを想定してみると，2週間という短期間でもそれだけ変動が大きい可能性も示唆さ
れるであろう。
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6．まとめと展望
　本報告では，ファイナンシャル・リテラシーの定義がより拡張してきていることを踏まえつつ，
今後の夫婦や家族に関する心理学研究で活用可能なファイナンスに関する諸概念の尺度を概観する
ことを目的とした。諸研究を概観することによって，具体的には，⑴態度・習慣・行動，⑵自信・自
己効力感，⑶満足感・幸福・ストレスの3領域について，計35編の尺度が紹介された。さらに，⑷そ
の他の尺度として，お金に対する態度尺度（Lim & Teo，1997；Lim, Teo, & Loo，2003；Sohn et al.，
2012）が紹介されたほか，子どもの貧困などが社会問題化している昨今において，注目すべき尺度と
して， 経済虐待尺度（Adams et al.，2008）とファイナンス事項に関連する家庭内暴力尺度（Weaver 
et al.，2009）が取り上げられた。貧困家庭や DV サバイバーの女性など，量的調査の難しい領域で
はあるが，その実態の解明が求められる中では，こうした切り口は今後求められることとなろう。
　さらに，これらのファイナンスの概念を手掛かりとして夫婦や家族の心理学研究を遂行してこう
とする姿勢は，新たに「家計心理学」（Family finance psychology）という学問領域を提唱すること
にもつながっていくであろう。いうまでもなく，これまでに消費者心理学や経済心理学では莫大な
量の知見が積み重ねられてきている。しかし，それらの多くは，「消費者」としての個人の情報処理
のメカニズムを明らかにしようとするものであり，その背景にある「生活」あるいは「家族」といっ
た社会的な文脈を欠落させてきてしまっているのではないだろうか。例えば，住宅や自動車のよう
な心理的関与度の高い商品では，消費者は色々な情報をすべて検討して意思決定を行うが，清涼飲
料やライターのような低関与製品の場合は，あまり情報を検討することなく店頭の陳列の在り方な
どに影響されて購買意思決定を行いやすい。あるいは，ポジティヴな感情状態にある消費者は十分
な商品の検討をせずに購買意思決定を行いやすいといったように，消費者の意思決定過程において
は，購買決定に対する心理的関与の度合いや感情といったものが影響することが知られている（竹
村，2015）。こうした商品に対する関与や感情が，例えば，住宅や自動車といった高関与製品の購買
決定場面における夫婦の話し合いのような夫婦間コミュニケーションによって変動することは十分
予測されうるであろう。そうした「消費者」としての心理傾向の背後にある「家族」を包含して，消
費者行動を検討する必要があることを家計心理学研究では念頭に置くことになろう。この，消費者
の背後にある「家族」を包含するという視座は一見，家族の個人化（目黒，1987）や家計の個人化（木
村，2000）という潮流に反するように見えるかもしれない。しかし，家計そのものが個人を単位とす
るようになってきているからこそ，家計に関する夫婦間をはじめとした家族成員間の相互調整の問
題はクローズアップされるものであり，対処が求められているといえるだろう。消費者心理学や家
族心理学における知見に基づきながら，消費者としての夫婦双方，あるいは家庭内で家計にかかわ
る人たちの心理学的なメカニズムとダイナミズムを明らかにしようとするのが，「家計心理学」の目
標である。そのためには，本稿で集積したような諸尺度について，日本の実情に合わせた形で，さ
らに吟味，検討を重ねていくことが求められているといえよう。
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 In recent years, the economic climate has demanded that consumers become more financially 
independent. The purpose of this article is to provide an overview of various concepts and scales 
relating to financial literacy that are useful for psychological study, especially for studies of 
families and married couples, based on a recent report regarding financial literacy （Kamiya, 
2017）. Four categories with concepts and scales relating to financial literacy are examined: （a） 
attitude, practice and behavior; （b） confidence and self-efficacy; （c） satisfaction, well-being and 
stress; and （d） others. We discuss the necessity for us to deal with personal finances on the 
context of family living, especially married couples, and to develop an academic field focusing on 
family finance psychology.
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